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資産の部 （単位：千円）

Ⅰ　固定資産

１　有形固定資産

土地 4,869,400

建物 11,467,317

　減価償却累計額 3,779,675

　減損損失累計額 2,279 7,685,362

構築物 1,108,471

　減価償却累計額 654,288

　減損損失累計額 958 453,225

機械装置 107,987

　減価償却累計額 85,429 22,558

工具器具備品 6,037,298

　減価償却累計額 3,650,849 2,386,449

図書 1,241,942

美術品・収蔵品 11,400

車両運搬具 9,900

　減価償却累計額 9,900 0

　有形固定資産合計 16,670,337

2　無形固定資産

ソフトウェア 78,777

権

貸　借　対　照　表

（平成23年3月31日）

特許権 2,151

特許権仮勘定 98,647

その他無形固定資産 348

　無形固定資産合計 179,924

3　投資その他の資産

投資有価証券 249,949

　投資その他の資産合計 249,949

　固定資産合計 17,100,211

Ⅱ　流動資産

現金及び預金 1,794,287

未収学生納付金収入 32,430

未収受託研究等収入 17,965

未収政府受託研究等収入 4,774

その他未収入金 74,211

有価証券 199,811

たな卸資産 1,136

前渡金 13

前払費用 289

未収収益 341

その他流動資産 971

　流動資産合計 2,126,231

　資産合計 19,226,443
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負債の部

Ⅰ　固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金等 1,392,954

資産見返補助金等 562,466

資産見返寄附金 531,615

資産見返物品受贈額 807,987 3,295,023

長期未払金 256,745

資産除去債務 6,304

固定負債合計 3,558,074

Ⅱ　流動負債

運営費交付金債務 134,761

預り補助金等 1,213

寄附金債務 774,143

前受受託研究費等 102,281

前受受託事業費等 14,072

前受金 1,562

預り金 136,089

未払金 1,393,770

未払費用 750

未払消費税等 1,681

賞与引当金 5,311

その他の流動負債 1

流動負債合計 2,565,638

　負債合計 6,123,712

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 14,207,731

資本金合計 14,207,731

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 3,332,838

損益外減価償却累計額（－） -4,777,149

損益外減損損失累計額（－） -4,108

損益外利息費用累計額（－） -912

資本剰余金合計 -1,449,332

Ⅲ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 191,279

当期未処分利益 153,052
（うち当期総利益 153,052 ）

利益剰余金合計 344,331

純資産合計 13,102,731

　負債純資産合計 19,226,443
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（単位：千円）

経常費用

業務費

教育経費 819,329

研究経費 1,100,503

教育研究支援経費 330,086

受託研究費 536,309

受託事業費 40,094

役員人件費 58,827

教員人件費 2,388,149

職員人件費 1,148,265 6,421,565

一般管理費 436,991

財務費用

支払利息 637

為替差損 0 638

雑損 2,922

経常費用合計 6,862,117

経常収益

運営費交付金収益 3,529,510

授業料収益 1,083,634

入学金収益 277,403

検定料収益 38,256

受託研究等収益 490,673

政府受託研究等収益 69,636

受託事業等収益 40,094

寄附金収益 204,502

施設費収益 102,072

補助金等収益 496,289

資産見返勘定戻入 574,211

雑益

財産貸付料収入 2,128

寄宿料収入 41,893

職員宿舎使用料収入 18,135

非常勤講師等宿泊施設使用料収入 2,491

公開講座等収入 183

科研費間接費収入 117,144

手数料収入 399

文献複写料収入 229

大学入試センター試験実施料収入 7,267

その他雑益 23,658 213,531

経常収益合計 7,119,817

経常利益 257,699

臨時損失

固定資産除却損 104,646 104,646

当期純利益 153,052

当期総利益 153,052

損　益　計　算　書
（平成22年4月1日～平成23年3月31日）

3



（単位：千円）

-1,983,848

-3,690,144

その他の業務支出 -486,172

3,917,750

授業料収入 1,106,710

入学金収入 252,023

検定料収入 38,256

589,513

受託事業等収入 39,085

補助金等収入 549,312

163,676

294,982

小　　計 791,144

国庫納付金の支払額 -154,538

636,606

定期預金の預入による支出 -10,498

定期預金の払戻しによる収入 5,700

-1,210,352

598,162

-616,989

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 -60,394          

小　　計 -60,394          

利息の支払額 -637             

-61,032          

-                

-41,415          

1,825,204

1,783,788

キャッシュ・フロー計算書
（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）

寄附金収入

　　業務活動によるキャッシュ・フロー

運営費交付金収入

受託研究等収入

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出

人件費支出

その他の業務収入

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅶ　資金期末残高

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出

Ⅵ　資金期首残高

Ⅴ　資金減少額

施設費による収入

Ⅳ　資金に係る換算差額

　　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　財務活動によるキャッシュ・フロー
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Ⅰ　当期未処分利益 153,052,486

当期総利益 153,052,486

Ⅱ　利益処分額

積立金 3,889,195

国立大学法人法第35条において準用する
独立行政法人通則法第44条第3項により
文部科学大臣の承認を受けようとする額

　 教育研究目的積立金 149,163,291 149,163,291 153,052,486

利益の処分に関する書類（案）

（単位：円）
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Ⅰ　　業務費用

（1）　　損益計算書上の費用

　　　 業務費 6,421,565

一般管理費 436,991

財務費用 638

雑損 2,922

臨時損失 104,646 6,966,764

(2)　　（控除）自己収入等

授業料収益 -1,083,634

入学料収益 -277,403

検定料収益 -38,256

受託研究等収益 -490,673

政府受託研究等収益 -69,636

受託事業等収益 -40,094

寄附金収益 -204,502

資産見返勘定戻入 -306,584

雑益 -96,387 -2,607,174

　　　　業務費用合計 4,359,590

Ⅱ　　損益外減価償却相当額 554,700

Ⅲ　　損益外減損損失相当額 ―

Ⅳ　　損益外利息費用相当額 912

Ⅴ　　損益外除売却差額相当額 32,854

Ⅵ　　引当外賞与増加見積額 -10,124

Ⅶ　　引当外退職給付増加見積額 66,191

Ⅷ　　機会費用

8,438

政府出資等の機会費用 160,697

― 169,136

Ⅸ　（控除）国庫納付額 ―

Ⅹ　　国立大学法人等業務実施コスト 5,173,261

無利子又は通常よりも有利な条件による
融資取引の機会費用

国立大学法人等業務実施コスト計算書
（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）

（単位：千円）

国又は地方公共団体の無償又は減額され
た使用料による賃借取引の機会費用
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注　　記　　事　　項

（重要な会計方針）

当事業年度より、「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」（国立大学
法人会計基準等検討会議　平成23年1月14日改訂）」及び「「国立大学法人会計基準」及び「国
立大学法人会計基準注解」に関する実務指針（文部科学省　日本公認会計士協会　平成23年2月
15日最終改訂）を適用しております。

1． 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

原則として、期間進行基準を採用しております。
なお、「特別経費」「特殊要因経費」に充当される運営費交付金の一部については、文部科学

省の指定に従い業務達成基準あるいは費用進行基準を採用しております。
また、国立大学法人長岡技術科学大学業務達成基準取扱要領に基づき、学長が指定したプロジ

ェクト事業に充当される運営費交付金の一部については、業務達成基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

(1) 有形固定資産

定額法を採用しております。
耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としておりますが、主な資産の耐用年数は

以下のとおりであります。
　７～４７年
　３～４０年
　４～１７年
　２～１５年
　２～　７年

なお、受託研究等収入により購入した償却資産については当該受託研究期間を耐用年数として
おります。
また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第84）及び資産除去債務に対応する特定の除去

費用等（国立大学法人会計基準第89）に係る減価償却相当額については、損益外減価償却累計額
として資本剰余金から控除して表示しております。

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（5年）に基づい

ております。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金
は計上しておりません。
なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、基準第86

第4項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。

４．賞与引当金及び見積額の計上基準

運営費交付金により財源措置がなされない教職員に対する賞与の支出に備えるため、将来の支
給見込額のうち当期の負担額を計上しております。
なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末

の引当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上しております。

５．有価証券の評価基準及び評価方法

　

６．たな卸資産の評価基準および評価方法

７．外貨建金銭債権債務は、直近日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。

評 価 方 法
低 価 法
移 動 平 均 法

満期保有目的債券 償却原価法（定額法）

建 物
構 築 物
機 械 装 置
工具器具備品
車 両 運 搬 具

評 価 基 準
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８． 国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計算方法

(1) 国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法

近隣の地代や賃借料を参考に計算しております。

(2) 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

10年利付政府保証債の平成23年3月末利回りを参考に1.255％で計算しております。

９．リース取引の会計処理方法

リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準

１０．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。

１１．表示単位

千円未満を切り捨てて表示しております。

（会計方針の変更）

「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」(国立大学法人会計基準等検討会議平成
23年1月14日改訂）の改訂に伴い、当事業年度より、「資産除去債務に係る会計処理」を適用しておりま
す。なお、これによる、当事業年度の損益への影響はありません。

（貸借対照表関係）

１． 運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額は202,658千円であります。

２． 運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額は3,625,077千円であります。

３． 資産除去債務

(1) 資産除去債務の内容
当法人が所有するRIセンター1号棟において、「放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する

法律」に係る資産除去債務を計上しております。
(2) 支出発生までの見込期間、適用した割引率等の前提条件

支出発生までの使用見込期間は21年であり、国債金利を用いて算出した割引率を適用しております。
(3) 資産除去債務の総額の期中における増減内容

期中において、資産除去債務が6,304千円増加しております。

（キャッシュ・フロー計算書関係）

１． 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金
定期預金 △
資金期末残高

２． 重要な非資金取引

（国立大学法人等業務実施コスト計算書関係）

引当外退職給付増加見積額のうち国又は地方公共団体からの出向職員に係るもの575千円を含みます。

（重要な債務負担行為）

翌年度以降に支払を予定している重要な債務負担行為は337,168千円であります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

1,794,287千円
10,498千円

1,783,788千円

じた会計処理によっております。

現物寄附による固定資産の受入 157,608千円
ファイナンス・リースによる資産の取得 325,366千円
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（金融商品の時価等）

１．金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用については、預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定しております。
資金運用にあたっては国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人通則法第47条の規定に基づ

き、国債のみを保有しており株式等は保有しておりません。

２．金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。

（単位：千円）

(1) 投資有価証及び有価証券
(2) 現金及び預金 ―
(3) 長期未払金
(4) 未払金
（*1） 負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（注1）金融商品の時価の算定方法

(1) 投資有価証券及び有価証券
これらの時価について、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。

(2) 現金及び預金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。
(3) 長期未払金、並びに(4) 未払金

これらの時価の内、リース債務については元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った
場合に想定される利率で割り引いて算定する方法により算定しています。その他の時価について
は短期間で決済されるため、帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（賃貸等不動産の時価等）

当法人は上富岡町地区、上条町地区に寄宿舎等を有しております。これらの賃貸等不動産の貸借対
照表計上額、当期増減額及び時価は次の通りであります。

（単位：千円）

(注1) 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
(注2) 当期増減額のうち、主な増減額は次のとおりであります。

取得等による増加（30周年記念学生宿舎） 3,734千円
減価償却による減少（学生宿舎ほか3箇所） 44,970千円

(注3) 当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて当法人にて算定した金額（指
標等を用いて調整を行ったものを含む）であります。

また、賃貸不動産に関する平成23年3月期における収益及び費用等の状況は次の通りであります。

（単位：千円）

―
(注1) 損益外減価償却相当額については、内数として（　）内に記載しております。
(注2) 当該賃貸不動産に係る管理業務費用については、実務上把握することが困難なため、賃貸費

用に計上しておりません。

賃貸収益

41,893

その他
（売却損等）

449,760 450,734
1,794,287 1,794,287

賃貸費用

44,970(40,501)

1,364,838

973
貸借対照表計上額(*1) 時価(*1) 差額(*1)

△ 41,235 1,323,602 1,223,509
前期末残高

(1,365)
(△760)(256,745) (255,984)

当期増減額 当期末残高
貸借対照表計上額

当期末の時価

(1,393,770) (1,395,136)
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対
照

表
計

上
額

1
9
9
,
8
1
1

（
５

）
－

２
　

投
資
そ
の
他
の
資
産
と
し
て
計

上
さ

れ
た

有
価

証
券

（
単
位

：
千
円

）

種
類
及
び

銘
　
柄

取
得

価
額

券
面

総
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

当
期
損
益
に
含
ま

れ
た
評
価
差
額

摘
　
　
要

利
付
国
庫
債
券
5
年
　
第
8
8
回

2
4
9
,
9
7
4

2
4
9
,
8
5
0

2
4
9
,
9
4
9

－
平
成
2
7
年
3
月
2
0
日

満
期
償
還

計
2
4
9
,
9
7
4

2
4
9
,
8
5
0

2
4
9
,
9
4
9

－

貸
借

対
照

表
計

上
額

2
4
9
,
9
4
9

（
６

）
出

資
金

の
明
細

　
　

　
該

当
事

項
が
な
い
た
め
、
記
載
を
省
略

し
て

お
り

ま
す

。

（
７

）
長

期
貸

付
金
の
明
細

　
　

　
該

当
事

項
が
な
い
た
め
、
記
載
を
省
略

し
て

お
り

ま
す

。

満
期

保
有

目
的

債
券

満
期

保
有

目
的

債
券

3



（
８

）
借

入
金

の
明
細

　
　

　
該

当
事

項
が
な
い
た
め
、
記
載
を
省
略
し

て
お

り
ま

す
。

（
９

）
国

立
大

学
法
人
等
債
の
明
細

　
　

　
該

当
事

項
が
な
い
た
め
、
記
載
を
省
略
し

て
お

り
ま

す
。

（
１

０
）

－
１

　
引
当
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

目
的

使
用

そ
の

他

賞
　

与
　

引
　
当
　
金

7
,
0
2
9

5
,
3
1
1

7
,
0
2
9

―
5
,
3
1
1

合
　
計

7
,
0
2
9

5
,
3
1
1

7
,
0
2
9

―
5
,
3
1
1

（
１

０
）

－
２

　
貸
付
金
等
に
対
す
る
貸
倒
引

当
金

の
明

細

　
　

　
該

当
事

項
が
な
い
た
め
、
記
載
を
省
略

し
て

お
り

ま
す

。

（
１

０
）

－
３

　
退
職
給
付
引
当
金
の
明
細

　
　

　
該

当
事

項
が
な
い
た
め
、
記
載
を
省
略

し
て

お
り

ま
す

。

期
末
残
高

摘
　
要

区
　
分

期
首
残

高
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額

4



（
１

１
）

資
産

除
去
債
務
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

放
射

性
同

位
元

素
等
に
よ
る
放
射
線
障

害
の

防
止

に
関

す
る
法
律

―
6
,
3
0
4

―
6
,
3
0
4
基
準
第
8
9
特
定

計
―

6
,
3
0
4

―
6
,
3
0
4

（
１

２
）

保
証

債
務
の
明
細

　
　

　
該

当
事

項
が
な
い
た
め
、
記
載
を
省
略

し
て

お
り

ま
す

。

期
末
残
高

摘
　
要

区
　
分

期
首

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

5



（
１

３
）

資
本

金
及
び
資
本
剰
余
金
の
明
細

(
単
位
：
千
円
）

期
首

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

期
末
残
高

摘
　
　
要

資
本

金
政
府
出
資
金

1
4
,
2
0
7
,
7
3
1

―
―

1
4
,
2
0
7
,
7
3
1

計
1
4
,
2
0
7
,
7
3
1

―
―

1
4
,
2
0
7
,
7
3
1

資
本

剰
余

金
資
本
剰
余
金

　
　
無
償
譲
与

1
2
,
6
1
8

―
―

1
2
,
6
1
8

1
,
5
3
2
,
1
7
6

4
9
6
,
0
8
9

―
2
,
0
2
8
,
2
6
5

(
2
0
,
6
5
5
)

　
　
補
助
金
等

1
,
2
8
0
,
3
9
8

―
―

1
,
2
8
0
,
3
9
8

　
　
目
的
積
立
金

4
7
4
,
2
0
2

―
―

4
7
4
,
2
0
2

　
　
損
益
外
除
売
却

　
　
差
額
相
当
額

△
 
3
6
6
,
7
8
7

―
9
5
,
8
5
7

△
 
4
6
2
,
6
4
5
固
定
資
産
の
除
却

計
2
,
9
3
2
,
6
0
7

4
9
6
,
0
8
9

9
5
,
8
5
7

3
,
3
3
2
,
8
3
8

損
益
外
減
価
償
却
累
計

額
△

 
4
,
2
8
5
,
4
5
2

△
 
5
5
4
,
7
0
0

△
 
6
3
,
0
0
3

△
 
4
,
7
7
7
,
1
4
9
固
定
資
産
の
減
価
償
却
、
除
却

損
益
外
減
損
損
失
累
計

額
△

 
4
,
1
0
8

―
―

△
 
4
,
1
0
8

損
益
外
利
息
費
用
累
計

額
―

△
 
9
1
2

―
△
 
9
1
2

差
　
引
　
計

△
 
1
,
3
5
6
,
9
5
4

△
 
5
9
,
5
2
3

3
2
,
8
5
4

△
 
1
,
4
4
9
,
3
3
2

（
注

）
（

　
）

内
は

国
立
大
学
財
務
・
経
営
セ
ン
タ

ー
か

ら
の

受
入

相
当

額
で

あ
り

ま
す

。

区
　
　
分

　
　
施
設
費

固
定
資
産
の
取
得

6



（
１

４
）

積
立

金
等
の
明
細
及
び
目
的
積
立
金
の

取
崩

し
の

明
細

（
１

４
）

－
１

　
積
立
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

区
　
分

期
首

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

期
末
残
高

摘
　
要

　
準

用
通

則
法

第
4
4
条
第
1
項
積
立
金

1
5
1
,
4
7
8

1
9
4
,
3
3
9

3
4
5
,
8
1
7

―
（
注
１
）

　
前

中
期

目
標

期
間
繰
越
積
立
金

―
1
9
1
,
2
7
9

―
1
9
1
,
2
7
9
（
注
２
）

計
1
5
1
,
4
7
8

3
8
5
,
6
1
8

3
4
5
,
8
1
7

1
9
1
,
2
7
9

（
注

１
）

当
期

増
加
額
は
前
中
期
目
標
期
間
の

最
終

年
度

の
未

処
分

利
益

で
あ

り
ま

す
。

当
期

減
少

額
は

、
前
中
期
目
標
期
間
終
了
時
に
お
け
る
積
立

金
の

処
分

に
よ

っ
て
、
繰
越
承
認
を
受
け
て
前

中
期

目
標

期
間

繰
越

積
立

金
へ

振
替

え
た

1
9
1
,
2
7
9
千

円
、

及
び
、
国
庫
に
納
付
し
た
1
5
4
,
5
3
8
千
円
に

よ
る

も
の

で
あ

り
ま
す
。

（
注

２
）

当
期

増
加
額
は
、
今
中
期
目
標
期
間

に
係

る
投

資
、

自
己

収
入

等
で

取
得

し
た

資
産

の
未

償
却

分
等
と
し
て
繰
越
承
認
を
受
け
た
こ
と
に
よ

る
も

の
で

あ
り

ま
す
。

（
１

４
）

－
２

　
目
的
積
立
金
の
取
崩
し
の
明
細

　
　

該
当

事
項

が
な
い
た
め
、
記
載
を
省
略
し
て

お
り

ま
す

。
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（単位：千円）
教育経費

消耗品費 142,058
備品費 50,889
印刷製本費 19,635
水道光熱費 112,267
旅費交通費 70,134
通信運搬費 899
賃借料 12,533
車両燃料費 46
福利厚生費 2,237
保守費 12,592
修繕費 75,852
損害保険料 802
広告宣伝費 73
行事費 2,630
諸会費 5,111
会議費 2,074
報酬・委託・手数料 100,172
奨学費 140,764
減価償却費 61,981
貸倒損失 6,382
雑費 189 819,329

研究経費
消耗品費 252,202
備品費 99,469
印刷製本費 5,374
水道光熱費 34,823
旅費交通費 134,413
通信運搬費 7,405
賃借料 4,273
車両燃料費 118
保守費 4,744
修繕費 30,257
損害保険料 51
広告宣伝費 46
諸会費 22,184
会議費 966
報酬・委託・手数料 77,280
減価償却費 408,187
雑費 18,703 1,100,503

教育研究支援経費
消耗品費 52,459
備品費 14,078
印刷製本費 5,694
水道光熱費 43,223
旅費交通費 11,823
通信運搬費 8,129
賃借料 8,021
福利厚生費 638
保守費 29,749
修繕費 31,006
諸会費 832
報酬・委託・手数料 19,082
減価償却費 103,199
図書費 1,424
雑費 724 330,086

（１５）業務費及び一般管理費の明細
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受託研究費 536,309
受託事業費 40,094
役員人件費

報酬 40,192
賞与 13,656
法定福利費 4,977 58,827

教員人件費
常勤職員給与
給料 1,366,668
賞与 441,398
退職給付費用 128,383
法定福利費 217,789 2,154,239

非常勤職員給与
給料 198,557
賞与 15,718
賞与引当金繰入額 3,461
法定福利費 16,173 233,909 2,388,149

職員人件費
常勤職員給与
給料 637,250
賞与 182,397
退職給付費用 88,459
法定福利費 102,226 1,010,334

非常勤職員給与
給料 123,903
賞与 487
法定福利費 13,540 137,931 1,148,265

一般管理費
消耗品費 44,108
備品費 3,564
印刷製本費 15,028
水道光熱費 65,315
旅費交通費 37,627
通信運搬費 11,955
賃借料 10,132
車両燃料費 1,708
福利厚生費 1,917
保守費 23,738
修繕費 41,845
損害保険料 1,933
広告宣伝費 10,570
諸会費 3,740
会議費 238
報酬・委託・手数料 121,947
租税公課 9,552
減価償却費 31,032
雑費 1,033 436,991

　　　ける「派遣会社に支払う費用」以外の職員のことを表しています。

（注）ここでいう常勤職員とは、ガイドライン中の「常勤職員」、「在外職員」、「任期付職
　　　員」及び「再任用職員」から受託研究費等により雇用する者を除いた職員のことであり、
　　　非常勤職員とは、常勤職員、受託研究費等により雇用する者及び「ガイドライン」にお

9



（
１

６
）

運
営

費
交

付
金

債
務

及
び

運
営

費
交

付
金

収
益

の
明

細

（
１

６
）

－
１

　
運

営
費

交
付

金
債

務

(
単

位
：

千
円

）

運
営

費
交

付
金

収
益

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

資
本

剰
余

金
小

　
計

平
成

2
2
年

度
―

3
,
9
1
7
,
7
5
0

3
,
5
2
9
,
5
1
0

2
5
3
,
4
7
8

―
3
,
7
8
2
,
9
8
8

1
3
4
,
7
6
1

合
　

計
―

3
,
9
1
7
,
7
5
0

3
,
5
2
9
,
5
1
0

2
5
3
,
4
7
8

―
3
,
7
8
2
,
9
8
8

1
3
4
,
7
6
1

（
１

６
）

－
２

　
運

営
費

交
付

金
収

益
(
単

位
：

千
円

）

業
務

等
区

分
平

成
2
2
年

度
交

付
分

合
　

　
計

期
間

進
行

基
準

3
,
1
1
4
,
0
8
5

3
,
1
1
4
,
0
8
5

業
務

達
成

基
準

1
9
8
,
5
8
1

1
9
8
,
5
8
1

費
用

進
行

基
準

2
1
6
,
8
4
3

2
1
6
,
8
4
3

合
　

計
3
,
5
2
9
,
5
1
0

3
,
5
2
9
,
5
1
0

交
付

年
度

期
首

残
高

交
付

金
当

期
交

付
額

当
期

振
替

額
期

末
残

高

10



（
１
７
）
運
営
費
交
付
金
以
外
の
国
等
か
ら
の
財

源
措
置
の
明
細

（
１
７
）
－
１
　
施
設
費
の
明
細

(
単

位
：
千
円
）

建
設
仮
勘
定

見
返
施
設
費

資
本
剰
余
金

そ
の
他

　
施
設
整
備
費
補
助
金

5
6
5
,
1
6
2

―
4
7
5
,
4
3
3

8
9
,
7
2
8

　
国
立
大
学
財
務
・
経
営
セ
ン

　
タ
ー
施
設
費
交
付
事
業
費

3
3
,
0
0
0

―
2
0
,
6
5
5

1
2
,
3
4
4

計
5
9
8
,
1
6
2

―
4
9
6
,
0
8
9

1
0
2
,
0
7
2

（
注
）
　
そ
の
他
の
金
額
は
，
施
設
費
収
益
と
し
て
振
替
え
た
も
の
で
あ
り
，
経
常
収
益
に
1
0
2
,
0
7
2
千
円
計
上
し

て
い
ま
す
。

（
１
７
）
－
２
　
補
助
金
等
の
明
細

建
設
仮
勘
定

見
返
補
助
金
等

資
産
見
返

補
助
金
等

資
本
剰
余
金

長
期
預
り

補
助
金
等

収
益
計
上

　
大
学
改
革
推
進
等
補
助
金

3
5
,
6
7
0

―
6
7

―
―

3
5
,
6
0
3

　
研
究
拠
点
形
成
費
補
助
金

2
1
5
,
1
3
8

―
9
,
0
3
5

―
―

2
0
6
,
1
0
3

　
設
備
整
備
費
補
助
金

6
1
,
2
2
7

―
6
1
,
2
2
7

―
―

―

　
科
学
技
術
総
合
推
進
費

　
補
助
金

2
5
3
,
3
7
1

―
4
2
,
7
0
7

―
―

2
1
0
,
6
6
3

　
原
子
力
研
究
環
境
整
備

　
補
助
金

5
,
6
8
5

―
―

―
―

5
,
6
8
5

　
国
際
化
拠
点
整
備
事
業
費

　
補
助
金

7
,
0
0
0

―
―

―
―

7
,
0
0
0

 
 
地
域
産
学
官
連
携
科
学
技
術

 
 
振
興
事
業
費
補
助
金

3
1
,
2
3
3

―
―

―
―

3
1
,
2
3
3

合
　
計

6
0
9
,
3
2
6

―
1
1
3
,
0
3
7

―
―

4
9
6
,
2
8
9（

単
位
：
千
円
）

左
の
会
計
処
理
内
訳

摘
要

区
　
分

当
期
交
付
額

区
　

分
当
期
交
付
額

当
期
振
替
額

摘
要
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（１８）役員及び教職員の給与の明細

（単位：千円、人）

支給額 支給人員 支給額 支給人員

(52,635) (4) 0 0

52,635 4 0 0

非常勤 1,214 2 0 0

計 53,849 6 0 0

(2,540,968) (352) (216,843) (12)

2,627,714 363 216,843 12

非常勤 344,466 304 0 0

計 2,972,181 667 216,843 12

(2,593,603) (356) (216,843) (12)

2,680,349 367 216,843 12

非常勤 345,680 306 0 0

計 3,026,030 673 216,843 12

３．報酬又は給与の支給人員は年間平均支給人員で記載しています。

６．上記のほか、法定福利費354,706千円，賞与引当金繰入額3,461千円を計上しております。

（１９）開示すべきセグメント情報

　業務等区分を全学１つとしているため、記載を省略しております。

常勤

１．役員の報酬等の支給については国立大学法人長岡技術科学大学役員報酬規則、退職手当に
ついては国立大学法人長岡技術科学大学役員退職手当規則に基づいて支給しています。

２．教職員の報酬等の支給については国立大学法人長岡技術科学大学職員給与規則、退職手当
については国立大学法人長岡技術科学大学職員退職手当規則に基づいて支給しています。

４．ここでいう常勤とは、ガイドライン中の「常勤職員」、「在外職員」、「任期付職員」及
び「再任用職員」から受託研究費等により雇用する者を除いた職員のことであり、非常勤と
は、常勤職員，受託研究費等により雇用する者及び「ガイドライン」における「派遣会社に支
払う費用」以外の職員のことを表しています。

５．（　）は、「退職金相当額を運営費交付金で措置する対象者数について（通知）」（平成
16年６月３日付人事課長16文科人第84号）における「退職金相当額を運営費交付金で措置する
必要がある役職員」の支給額を記載しています。

区　　分
報酬又は給与 退職給付

役　 員

常勤

教職員

常勤

合　 計
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（２０）寄附金の明細

区　分 摘　要

全　学 370,515 （千円） 621 （件） （注）

合　計 370,515 621

（注）現物寄附204,316千円（391件）を含んでおります。

（２１）受託研究の明細

（単位：千円）

区　分 期首残高 期末残高

全　学 7,955 3,194

合　計 7,955 3,194

（２２）共同研究の明細

（単位：千円）

区　分 期首残高 期末残高

全　学 86,707 99,086

合　計 86,707 99,086

（２３）受託事業等の明細

（単位：千円）

区　分 期首残高 期末残高

全　学 15,081 14,072

合　計 15,081 14,072

（注）当期受入額には未収受託研究等収入及び未収政府受託研究等収入を含んでおります。

当期受入額 件　数

282,670

282,670

287,431

287,431

受託研究等収益当期受入額

当期受入額

285,258

285,258

272,879

272,879

受託研究等収益

当期受入額 受託事業等収益

39,085

39,085

40,094

40,094
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（２４）科学研究費補助金の明細

（単位：千円）

種　目 件　数 摘　要

　科学研究費補助金 103,238 (371,266) 129

　　特定領域研究 ― (5,200) 2

　　基盤研究（Ａ） 24,030 (80,100) 8

　　基盤研究（Ｂ） 31,728 (105,760) 22

　　基盤研究（Ｃ） 14,220 (47,190) 36

　　挑戦的萌芽研究 ― (15,582) 12

　　若手研究（Ｓ） 12,990 (43,300) 2

　　若手研究（Ａ） 9,330 (31,100) 6

　　若手研究（Ｂ） 8,927 (29,183) 27

　　奨励研究 ― (1,440) 3

　　新学術領域研究 1,260 (4,200) 2

　　特別研究員奨励費 ― (5,700) 7

　　研究活動スタート支援 753 (2,510) 2

　産業技術研究助成事業費助成金 12,480 (41,600) 3

　先端研究助成基金助成金 45 (150) 1

合　計 115,763 (413,016) 133

（注）当期受入には、間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については、外数として
（　）内に記載しております。

当期受入
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（２５）上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

現金及び預金の明細

(単位：千円）

区　分 期末残高 摘要

現　　金 74

普通預金 1,783,713

定期預金 10,498

計 1,794,287
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